




















































































































































































































































































































































































3・ 4号249頁（2011年），同「任意的訴訟担当の許容性について（ 1）（ 2）





































































































































































（34）　田頭・前掲注（ 6）上法59巻 1号 2号81頁，堀野・前掲注（25）民商120
巻 2号285 頁。なお，八田・前掲注（27）217頁は，既判力を権利帰属主体
に及ぼさない余地を認めることは，相手方の二重応訴の負担，あるいは相
手方が権利帰属主体を当該訴訟に引き込む責任を負うことになるとして，否
定的である。
238　　早稲田大学法務研究叢書 2号
るいは被担当者の利益の側面からのみ考察されているように思われるが，相手
方当事者にとって，当該紛争処理過程においてその担当者を当事者として争う
ことについてどれだけの保証があるかという観点も重要であろう。これまでは
授権要件が，その保証となっていたものと考えられるのである。
 （横浜国立大学・西川佳代）
